
 

１．はじめに 

 気侯変動が地球的規模の環境に大きな影響をお

よぼすことから、地球温暖化の原因とされる温室

効果ガスの排出量の削減が世界規模で叫ばれてい

る。１９９７年の京都議定書では６種類の温室効

果ガスについて先進国が削減する数値目標と達成

期間が合意され、我が国は２００８～２０１２年

の期間中に１９９０年度比６％の温室効果ガス削

減を達成する事が目標になっている。 

 このためには石油などの化石燃料の消費量を減

らす必要があるが、エネルギー供給量と経済とは

密接な相関があるため、安易なエネルギー消費量

の削減は出来ず、非化石燃料の比率を増やすなど

の対策が求められている。現状で１次エネルギー

の約１３％を占める原子力発電への依存量を増や

す計画があり２０１０年には約１７％に引き上げ

る目標が立てられている。しかし、安全性への不

安感、廃棄物処理の問題などにより計画地域の反

対運動なども根強く新規建設は容易ではない。一

方、自然エネルギーへの期待が高まっている。特

に、風力発電は欧州、米国で大規模事業化に成功

した実績があることから近年高い関心が寄せられ

ている。欧州では、風車の大型化に伴って陸上か

ら海上へと移行しつつある。大型風車輸送建設の

容易さ、風況の良さなどが、その大きな理由であ

る。 

 我が国の風力発電の導入状況は２０００年末で

世界の設備容量の約１％程度でしかない。我が国

では山間部への設置が多く、設置の困難さなどか

ら建設コストが高くなることも阻害の原因になっ

ている。しかし、四方を海に囲まれた我が国では

海上における風力エネルギーの賦存量は陸上の約

１４倍以上と試算されている１）。沿岸数ｋｍにお

ける推定結果である。陸上の風力エネルギーの賦

損量は 1 次エネルギーの３．５％程度と推定され 

 

ていることから、海上への展開が実現すれば少な

くとも現在の原子力発電を優に凌ぐ供給量を確保

できることになる。 

以上のことから、我が国沿岸に洋上展開できる

基盤技術を早急に確立する必要がある。しかしな

がら、我が国沿岸は海底傾斜が大きく急激に水深

の増す海域が多いため、賦存量を十分活用するた

めには浮体式の基礎構造を開発し展開する必要が

ある。 

本研究では、経済性を考慮して、低コストの大

型浮体上に大型風車を高密度に設置した浮体式風

力発電システムを提案し、技術的成立性と発電コ

ストについて検討を行う。 

 

２．コンセプト 

２．１ 想定海域と設計条件 

 我が国沿岸海域は、着底基礎に適した水深数ｍ

という極浅水の遠浅が続くような海域は少ない。

また、沿岸海域は昔から漁業などに高度に利用さ

れており権利関係も確立していることから補償問

題も発生しやすく、最近では海浜地区への風力発

電設置に関係して景観問題による反対運動なども

発生しており無視できない問題になっている。 

洋上風力発電の設置コストは、水深２０ｍ以浅

では着底基礎工法が、２０ｍ以深では浮体式が有

利となる。また、漁業権の問題、景観問題などは、

沿岸からの距離が離れるに伴って緩和すると考え

られるが、逆に海底電力経路の敷設コストが増大

することになる。よって、これらのバランスを考

慮して設置海域を決める必要があるが、ここでは

沿岸から６～１０ｋｍ、水深約５０ｍの海域を対

象海域として検討を進める。 

 この水深に相当する海域の観測結果２）などを参

考にして、設計条件を表－１のように仮定するこ

とにする。 
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２．２ 風力発電装置および支床浮体 

 沖合に設置する浮体式といえども経済的に成立

する事は必須の条件である。このためには、大型

風車の集約化、浮体建造費の低減をはかる必要が

ある。図－１および表－２に提案する浮体式風力

発電システムの概要を示す。１．６ＭＷ風車５基

を約３００ｍ長の格子構造大型浮体上に集約搭載

したシステムである。 

 風車は垂直軸直線翼型を採用した。陸上で多く

の普及している水平軸型風車はタワー上部に５０

ton 前後の発電装置が搭載されているため動揺に

対する構造強度が問題となる。また、相互干渉に

よる効率低下を避けるため、風車設置間隔を風車

直径の３～４倍とる必要があるとされ、集約搭載

がしづらい。垂直軸直線翼型は、こうした問題が

起きにくく、風向変動に対する制御がいらないと

いったメリットがある。 

 支床浮体は、既存造船所の多くで一体建造出来

る、全長３００ｍ×全幅６０ｍ程度の浮体を１ユ

ニットとし、これらを複数展開することを考える

ことにした。BOXガーダを格子状に配した構造を

有している。動揺性能は半潜水式浮体に近い特性

を持ち、ガーダ形状、質量分布等を適切に選ぶこ

とにより最適化が可能である。また、使用鋼材量 

が少なく、構造も単純であることからコスト面で

従来の浮体に比べてはるかに有利である。 

 

表－１ 設計条件 

 

表－２ 提案構造物の主要諸元 

全体 

全長 275.0m×幅 30.0m×全高 107.0m 

×喫水 1.5m(1 部 2.5m) 

（重量 11727ton×重心高 5.7m） 

浮体 

長さ 247.0m×幅 30.0m×型深さ 7.0m×

喫水 2.5m×排水容積 11727.5m3 

(鋼材重量 3323ton×ﾊﾞﾗｽﾄ重量 7519ton 

×水線面積 6210 m2) 

風車 

高さ 100m×直径 35m×翼高 35m×段数２

段積×浮体上重量 885ton(発電機除) 

( ﾀ ﾜ ｰ 500ton×翼 160ton×支持構造

225ton×発電機 275ton：５基分) 

 

 

項  目 暴風時 発電時最大 

有義波周期 13.0sec 7.2sec 

有義波高 8.6m 3.0m 

風  速 50m/s(Max80m/s) 25m/s 

潮 流 速 2.0knot 

水  深 50m 
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図－１  提案構造物の概要 
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３．技術的検討 

３．１ 定常外力の推定 

 定常外力を設計条件に基づいて推算した結果を

表－３に示す。風車は暴風時には翼を風向に立て

て静止させ荷重を減じるため、発電時最大風速の

荷重が最大値となった。風速鉛直分布は考慮して

いる。浮体については、ガーダー構造が多列とな

るため、遮蔽影響を考慮し２，３列目に位置する

ガーダーの風抗力、流れ抗力は１列目の０．５倍

として算定している。波漂流力は固定時の波透過

係数から簡易的手法により求めた値である。 

３．２ 静的傾斜量および波浪動揺量の推定 

 定常荷重に対する静的傾斜角の推定結果を表－

４に示す。静的傾斜に対しては風による転倒モー

メントが支配的となるため、風荷重のみ考慮して

いる。この結果から、最大傾斜角は約０．３°で

あり発電効率などへの影響はほぼ皆無と言える。 

 波浪動揺量は、流体力をポテンシャル理論によ

り算定し、これを有限要素モデルにした浮体構造

に作用させ周波数応答関数を計算した。風車は一

様鉛直梁と見なし、慣性質量および慣性能率のみ

考慮し空力特性の影響は無視した。求めた応答関

数を用い線形重ね合わせ法により不規則波中の期

待値を求めた。波スペクトルはＢ－Ｍ型を用いた。 

結果を表－５に示す。 

 発電時の最大動揺角は２．９８°となった。３°

以内であれば発電性能への影響は少ないとされて

いることから、この条件を満たしている。結果は

省略したが、縦波中では弾性挙動が大きく、横波

中ではほぼ剛体運動となり横揺れが大きくなって

いる。 

３．３ 係留に関する検討 

 係留は鉄鎖によるカテナリー係留を採用する。 

水深の５倍の鎖長をとり、定常外力に対抗し、

有義波高相当の長周期運動が生じると仮定した時

の係留システム諸元を表－６に示す。１２０ｍｍ

鉄鎖１０本を必要とする結果となった。一般に、

水深が５０ｍ程度の浅海域でのカテナリー係留は

係留角度がきつくなり難しいとされているが、こ

のケースでも比較的重厚なシステムを必要とする

ことがわかる。 

 

表－３ 定常外力推定結果 

項  目 推定値 

風  車 2510 kN   
風荷重 

浮体上部 1526 kN   

潮 流 力 562 kN   

波浪漂流力 676 kN   

定常外力合計 5274 kN   

 

表－４ 定常風荷重による静的傾斜 

状態 

水平風 

荷重 

kN 

転倒モー

メント 

kN･m 

静的傾斜

角 

deg. 

暴風時 2,245 116,780 0.242 

発電時最大 2,510 144,030 0.299 

 

表－５ 不規則波中における動揺量 

暴風時 
H1/3=8.6m T=13sec 

発電時最大 
H1/3=3.0m T=7.2sec 

波向 

χ 上下
揺 

m 

横 

揺 

deg 

縦 

揺 

deg 

上下

揺 

m 

横 

揺 

deg 

縦 

揺 

deg 

0 ﾟ 7.86 0.00 2 . 8 7  1 . 5 0  0.00 0 . 6 0  

15 ﾟ 7.90 0.44 2.86 1.41 0.17 0.57 

30 ﾟ 8.04 0.91 2.78 1.27 0.31 0.53 

45 ﾟ 8 . 1 8  1.54 2.58 1.23 0.47 0.50 

60 ﾟ 8.08 2.74 2.13 1.33 0.56 0.50 

75 ﾟ 7.47 4.92 1.27 1.37 1.23 0.36 

90 ﾟ 6.87 6 . 7 0  0.00 1.33 2 . 9 8  0.00 

1/1000 最大期待値  
上下揺：両振幅、 横揺、縦揺：片振幅           

 

表－６ 係留システム諸元 

項  目 諸元 

呼び径 120 mm 

長さ 250.0 m/本 

本数 10 本 

単位重量 3.09 kN/m  

初期張力   251.9 kN/本 

係留チェ

ーン 

耐力荷重 4854.4 kN/本 

重量   980.0 kN/個 
シンカー 

個数 10 個 

 

 

| 
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４．経済性の検討 

 我が国における既存の陸上発電方式の発電コス

トは８～１１円/kWh 程度である。従って、洋上

風力発電といえどもこのコストに対抗できるだけ

の経済性を有する必要がある。提案構造物の発電

コストを試算してみる事にする。まず、風力発電

装置であるが、表－７に示すように現状では欧州

と比較して大きな差がある。しかし、今後普及促

進が図られ量産効果が現れれば欧州並みのコスト

は実現できる筈である。欧州のコストを基準にし、

基礎土木費を浮体建造費に含まれるとして除外し

１２．３万円/kWと考えることとする。 

浮体建設費も将来の量産効果を見込んで表－８

に示す基準に従って行う。風力発電装置を含めた

総建造費は約２３億円となる。 

 この結果から発電コストを試算すると次のよう

になる。定額法償却率を使い、２０年償却、金利

３％、設備利用率４０％、維持費３％（対総建造

費）と仮定する。 

単年度費用 23 億円×(1/20＋0.03)＝1.84 億円 

維  持  費 23 億円×0.03＝0.69 億円 

発 電 量 8ＭＷ×24h/日×365 日/年×0.4

＝280,320MW･h 

年間総費用/発電量＝2.53 億円÷280,320MW＝

9.025 円/kW･h 

 この結果は既存発電方式に匹敵するコストが実

現できる可能性があることを示している。得られ

た電力は陸上への送電以外に水素などへの変換貯

蔵も考えられたため、ここでは送電設備費用を含

めていない。陸上送電費用は全体の 15%程度と見

込まれ４）、この費用を含めても既存の水力発電並

の 11円/ kW･h 程度を達成できる。 

 

５．おわりに 

本研究の一部は、(社)日本海洋開発産業協会・

浮遊式洋上風力発電委員会における調査研究５）の

一環として実施された。関係された方々に厚くお

礼申し上げます。 
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設 計 費 ： 3000 万円/一式 
浮体建造費 ： 20 万円/鋼材重量 ton 
防  食  費 ： 150 万円/ton×鋼材重量の 3% 
艤装関係費 ： 64 万円/ton×排水量の 1% 
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機器： 3 千万円/一式 
係 留 鎖 ： 40 万円/ton 
ｺﾝｸﾘｰﾄｼﾝｶｰ ： 2.5 万円/ton 

曳航設置費 ： 6000 万円/一式 


